
 

 

平成24年10月31日 

各 位 

                   上場会社名 コマニー株式会社 

                   コード番号 7945 

                   本社所在地 石川県小松市工業団地一丁目93番地 

                   代表者名  代表取締役社長 塚本 幹雄 

 

                   問合せ先 

                    責任者役職名 取締役管理統括本部長 

                    氏名     塚本 健太 

                    ＴＥＬ    (0761) 21－1144 

 

 

 

第三者調査委員会の調査結果に関するお知らせ 
 

 

 

 当社は、平成24年10月３日付「第三者調査委員会設置に関するお知らせ」において公表い

たしましたとおり、当社及び海外における事業及びそれに関わる取引に関して、不適切な処

理が行われたと疑義が生じた為、当社と利害の無い外部有識者のみによる第三者調査委員会

（以下、「第三者委員会」といいます。）を設置し、本件の調査を進めてまいりました。 

 今般、第三者委員会より調査報告書（要約版）を受領いたしましたので、別紙にてお知ら

せいたします。 

 当社及び当社グループは、第三者委員会からの調査報告書による指摘を真摯に受け止め、

全役員及び全従業員が一丸となって是正に向けて取り組んでまいります。 

 株主及び取引先の皆様をはじめとする関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をおか

けしましたことを心より深くお詫び申し上げます。 

 当社が受領いたしました調査報告書（要約版）につきましては、添付資料をご参照下さい。 

 

以上 

 



 

 
調査報告書  

（ 要 約 版 ）  

 
 

平 成 ２ ４ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日  

 
 

 

 

コ マ ニ ー 第 三 者 委 員 会  

 

 

 



 

 

平 成 ２ ４ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日  

 

コ マ ニ ー 株 式 会 社  御 中  

 

 

 

 

コ マ ニ ー 第 三 者 委 員 会  

 

 

委 員 長   五  木  田     彬  

 

 

委  員   秋  山  正  明  

 

 

委  員   坂  本  邦  夫  
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第１ 調査の概要 

 

1. 調査の経緯 

コマニー株式会社（以下，「コマニー」という。）は，平成 24 年 9

月 11 日，金融庁証券取引等監視委員会開示検査課（以下，「証券取引

等監視委員会」という。）による立入調査を受け，同調査において，

格満林（南京）実業有限公司（以下，「格満林実業」という。）を含む

コマニーの中国子会社 5 社（以下，総称して「格満林グループ」とい

う。）における会計処理の妥当性が指摘され，また，平成 23 年 8 月に

コマニーが成光インターナショナル有限会社（以下，「成光インター」

という。）から買収し子会社とした南京捷林格建材有限公司（以下，「捷

林格」という。）と格満林実業との取引にかかる関連当事者取引の該

当性，捷林格の子会社該当性の有無などが指摘された。  

コマニーは，この事態を重く受け止め，証券取引等監視委員会の指

摘にかかる上記各点の事実関係を調査解明し，これに基づく法的及び

会計的な判断を行い，改善措置・再発防止措置の提言を受けることな

どを目的とし，コマニーと利害関係を有しない弁護士及び公認会計士

に中立的立場による事実関係の調査解明と調査結果に関する調査報

告書の作成を委嘱し，同年 10 月 3 日，以下の弁護士及び公認会計士

を委員とする第三者委員会（以下，「当委員会」という。）が構成され

た。  

 

委 員  長  五 木  田  彬（弁護士）  

委  員  秋 山 正 明（公認会計士）  

委  員  坂 本 邦 夫（公認会計士）  

委員補佐  河 野 裕 輔（弁護士）  

 

 2. 調査の目的  

当委員会が事実関係の調査解明とこれに対する判断及び提言の目的

とした事項は以下のとおりである。  
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(1) 格満林実業を含む格満林グループの会計処理の妥当性 

(2) 捷林格にかかる子会社の該当性及び関連当事者取引 

(3) 改善及び再発防止措置の提言 

なお，当委員会においては，委員長五木田，委員補佐河野が上記 (2)(3)

にかかる事実関係の調査解明を，委員秋山が上記 (1)にかかる事実関係

の解明と会計処理の妥当性に対する判断を，委員坂本が上記 (2)(3)にか

かる子会社の該当性及び関連当事者取引の判断をそれぞれ担当し，各

委員分担して調査検討を行ったが，本調査報告書は，コマニーから提

供された関係各種資料及び委員による関係者のヒアリング結果等から

事実関係を認定し，これに会計上及び法律上の検討を加え，委員相互

の協議を経て，全員一致による結論を記載して作成したものである。 

また，当委員会は，下記の調査期間内に結論を得るべく，コマニー

から提供された下記資料を前提に，これを精査し，同資料により必要

と認められた者に対するヒアリング調査等を実施したものであるが，

もとより関係者の自発的な協力を前提とする任意の調査であり，当委

員会の調査は上記の時間的，資料的，人的制約の下で行われたもので

あることを付言する。 

 

3. 調査の方法等 

（1） 調査期間 

当委員会の調査期間は，平成 24 年 10 月 3 日から同年 10 月 30 日で

ある。 

 

(2) 調査方法 

事実関係等にかかる調査は主に以下の方法によって実施し，その

調査結果に基づき委員間で検討協議を実施した。  

① コマニーから提供された取締役会議事録，監査役会議事録，会

計監査人・監査役打合せ議事録，監査役作成の会議メモなどの分

析検討 
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② コマニー及び格満林グループの決算書，財務諸表，総勘定元帳，

補助簿，各種伝票，契約書，稟議書，その他証憑書類などの分析

検討 

③ コマニー及び格満林グループの関係者（退職者を含む）に対す

るヒアリング調査 

④ 会計監査人に対するヒアリング調査 

⑤ 社外の関係者に対するヒアリング調査 

 

第2 格満林実業を含む格満林グループの会計処理の妥当性について 

 

１. 中国子会社である格満林グループ各社の状況  

(1) 中国子会社のうち連結子会社  

コマニーの中国子会社のうち連結子会社は 2012 年 3 月末現在，格満林

（南京）実業有限公司（以下格満林実業という），格満林（南京）装飾工

程有限公司（以下格満林装飾という），格満林国際貿易（上海）有限公司

（以下格満林貿易という）及び南京捷林格建材有限公司（以下捷林格とい

う）の４社（以下格満林グループという）である。  

 

(2) 各社の財務状況  

中国子会社各社の決算期は 1 月 1 日から 12 月 31 日までであり，コマ

ニーの決算期は 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までである。このため，中国

子会社の 12 月期の財務諸表はコマニーの翌年 3 月期の連結財務諸表に反

映されることになる  

 2012 年 3 月期における連結ベースの売上高・総資産・当期純利益並び

に 2012 年 3 月期の個別ベースの中国子会社の売上高・総資産・当期純利

益は次の通りである。  

連結売上高 27,673,076 千円，連結総資産 27,020,739 千円，連結当期純

利益 552,917 千円，格満林実業については，売上高 1,196,234 千円，総資

産 2,567,237 千円，当期純損失 150,750 千円，格満林装飾については，売

上高 17,195 千円，総資産 86,884 千円，当期純損失 63 千円，格満林貿易
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については，売上高 60,051 千円，総資産 29,911 千円，当期純利益 4,586

千円，捷林格については，売上高 196,798 千円，総資産 159,601 千円，当

期純利益 21,744 千円である。 

 

２．経理体制及び監査体制 

（１）経理体制 

格満林グループの経理・人事・総務の責任者は C 副総経理であり，経理

については，I 財務部長が責任を負っている。I 財務部長の下に 8 名の経

理スタッフがいる。格満林グループの財務諸表はコマニーの連結財務諸表

に組み込まれているため，決算については，コマニーの管理統括本部経理

部の監督下にある。 

 

（2）監査体制 

格満林グループ各社は，捷林格を除き，設立当初より国際大手会計事務

所 KPMG の上海事務所の監査を受けていた。 

2008 年に KPMG 南京事務所が開設され，これに伴い格満林グループの監

査は，上海事務所から南京事務所に移され，監査チームのメンバーが大幅

に変わったため，2009 年 12 月決算の監査については，現場で混乱が生じ

た。KPMG は，監査上の多くの指摘事項を残したまま，監査報告書の発行を

差し控える旨の通告を格満林グループに行った。そのため，格満林グルー

プでは，コマニーの連結財務諸表作成に大きな支障をきたし，中国の監督

当局に監査報告書付きの財務諸表を提出できなければ営業許可証が取り

消されるため，急遽，後任監査人として，江蘇興瑞会計士事務所（以下江

蘇会計事務所という）を選任した。江蘇会計事務所より監査報告書を期限

までに受け取り，監査報告書付の財務諸表を監督当局に提出し，事なきを

得た。 

 

3．KPMG からの指摘事項及びこれに対する格満林グループの考え方並びに

検証結果 

(1) 検証概要 
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当委員会は，2009 年 12 月期の格満林グループの会計処理の妥当性に関

する KPMG より提示された指摘事項について検証した。 

検証は，次の手続きにより実施した。 

KPMG の指摘事項については，KPMG の「格満林実業の論点」及び「格満

林装飾・格満林貿易の論点」と題する文書及びメール等の関連文書により

調査した。コマニー及び格満林実業グループの考え方については，監査役

会宛 D 取締役管理本部長（コマニー）の回答書及び G 財務課責任者（コマ

ニー）及び H 会計課責任者（コマニー）の現地調査に基づく報告書の閲覧，

両者に対する聴取（10 月 11 日実施）及び F 経理部責任者に対する聴取並

びに I 財務部長（格満林実業）に対する聴取等により調査した。 

検証に当たっては，KPMG の指摘事項及びこれに対するコマニー及び格満

林グループの考えについて比較検討を行い，事実認定を行い，公正な会計

慣行，公正な監査慣行等に照らし評価し，判断を下した。 

 

（2）KPMG の指摘事項，格満林グループの考え方並びに検証結果 

 ① 格満林実業 

（ア）長期滞留売掛金に対する貸倒引当金の設定 

KPMG の指摘は，売掛金の長期滞留残高に対し，滞留期間 1 年から 2 年の

売掛金に対しては 30％，2 年から 3 年の売掛金に対しては 50%，3 年以上

の売掛金に対しては 100％引き当てるべき（簡便法）というものであった。 

これに対し，格満林実業の考えは，売掛金は個々の契約毎に細かく回収

見込みを検討すべきであり（個別法），昨年まで KPMG 上海事務所が監査を

担当し，認めてきた貸倒引当金の計上方法と異なり問題であるというもの

であった。 

当委員会の検証の結果，貸倒引当金計上の原則的方法は，個々の債権の

内容を検討し，回収可能性を評価し，回収不能額を見積もる個別法が原則

である。KPMG は簡便法による貸倒引当金の計上を要求した後，監査報告書

の発行を差し控えたため，格満林実業では後任の江蘇会計事務所の監査を

受け，江蘇会計事務所の指摘により，決算について適切な修正を行い，適

正監査報告書を受け取っている。さらに，コマニーでは 2010 年 3 月期の
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連結財務諸表において，連結仕訳で KPMG の提示した方法を斟酌して貸倒

引当金計上額を算出し，その額を計上したものであり，妥当な処理と認め

られる。 

  

（イ） 長期滞留在庫 

KPMG の指摘は，長期滞留在庫に関し，滞留期間１年から 2 年の棚卸資産

に対しては 30％，2 年から 3 年の棚卸資産に対しては 50％，3 年以上の棚

卸資産に対しては 100％を特別損失（引当金）で計上すべきであるという

ものである。 

格満林実業の回答は，パーティッション部材はすぐに劣化するものでは

なく，KPMG の担当会計士には棚卸立会いの際に現物を見てもらい劣化して

いないことを確認してもらった。 

当委員会の検証の結果，棚卸資産の評価は個別に行うのが原則である。 

コマニーでは，KPMG の指摘を斟酌し，コマニーの処理基準に合わせ，2010

年 3 月期の連結財務諸表において，１年超滞留の棚卸資産を連結仕訳で全

額評価減を行ったのであり，妥当な処理と認められる。 

 

（ウ）仕掛品の実在性 

KPMG の指摘事項は，301 医院，湘雅医院，河南腫瑠医院及び蘇大二附院

の 4 物件については，2009 年 12 月期に売上計上済であるが，同一物件名

で重要な仕掛品が計上されており，実在性に疑問があるというものであっ

た。 

これに対し，格満林実業では，上記仕掛在庫については，格満林実業の

I 財務部長が KPMG の担当者を現場まで連れて行き実際に在庫があること

を説明し，2009 年 12 月末現在の建設業者の在庫証明書を提示し実在性を

証明した。その後監査人が KPMG から江蘇会計事務所に変わり，仕掛品残

高が実在すること及び売上計上予定を説明し，江蘇会計事務所の指摘によ

り，一部修正を行い，了承を得た。 

当委員会の検証の結果，上記 4 物件につき，2009 年 12 月末現在の建設

業者の在庫証明書があり，江蘇会計事務所の監査も受けていることから適
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正なものと認める。 

 

（エ）異常な粗利益率の契約 

KPMG の指摘は，301 医院，湘雅医院，河南腫瑠医院及び蘇大二附院の 4

物件につき，通常の粗利益率が 10％から 30％のところ，異常値を示して

いるというものである。 

 これに対し，格満林実業の回答は，301 医院は採算を度外視し，政策的

に受注した物件であり，湘雅医院，河南腫瑠医院及び蘇大二附院について

は，格満林実業の財務担当者が KPMG の担当者に，月々の生産量の変動が

激しい場合，コストが大きく変動して，物件ごとに粗利益率のバラつきが

出てしまうことを説明した。 

当委員会の検証の結果は，301 医院のように政策的な安値受注は現実的

にはあり得ることであり，その他の要因について，I 財務部長に確認した

ところ，不良品の発生による粗利益率の悪化，操業度向上・材料歩留率改

善による粗利益率の向上が考えられるとのことであった。一般的な説明と

しては，格満林実業の考えは受け入れられるが，個別の原価分析資料が入

手できないため結論は述べられない。 

 

（オ）捷林格に対する売掛金の回収可能性 

KPMG の指摘は，捷林格に対する売上高の粗利益率が高く，2009 年 11 月

及び 12 月の売上が増加しており，捷林格への売上に疑義があるというも

のであった。これに対し，格満林実業の回答は，捷林格に対する売上は部

材売りだけであり，粗利益率の相対的に低い工事付部材売上は行っていな

いため，粗利益率が高いのは異常ではないというものであった。 

2009 年 11 月と 12 月に売上が急激に増えた理由は，捷林格の顧客からの

受注が急増し，格満林実業が仕入れ方式を「在庫を持たない物件都度仕入

れ」から「在庫を持つ品種単位のロット仕入れ」に変更したためである。 

 2009 年１月から 12 月の格満林実業の捷林格に対する売上の適正性につ

いては，コマニー経理部の現地往査により調査が行われ問題点はなかった。

また，2009 年 12 月末売掛金残高についても全額回収されていることが確
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認されている。 

当委員会の検証の結果，粗利益率に関する格満林実業の説明は合理的で

あり，売上の急増についても実需に基づくものと判断され，売上の適正性

及び 2009 年 12 月末売掛金が全額回収されていることが確認されているた

め，回収可能性には問題がなかったものと思料する。 

 

② 格満林装飾 

（ア）長期滞留売掛金に対する貸倒引当金の設定 

KPMG の指摘は，売掛金の長期滞留残高に対し滞留期間 1 年から 2 年の売

掛金に対しては 30％，2 年から 3 年の売掛金に対しては 50%，3 年以上の

売掛金に対しては 100％を引き当てる（簡便法）というものであった。 

これに対し格満林装飾の考えは，売掛金は個々の契約毎に細かく回収見

込みを検討すべきであり（個別法），昨年まで KPMG 上海事務所が監査を担

当し，認めてきた貸倒引当金の計上方法と異なることになり問題であると

いうものであった。 

当委員会の検証の結果，貸倒引当金の計上の原則的方法は，個々の債権

の内容を検討し，回収可能性を評価し，回収不能額を見積もる個別法が原

則である。KPMG は簡便法による貸倒引当金の計上を要求した後，監査報告

書の発行を差し控えたため，格満林装飾では後任の江蘇会計事務所の監査

を受け，適正監査報告書を受け取っている。さらに，コマニーでは，2010

年 3 月期の連結財務諸表において，連結仕訳で KPMG の提示した方法を斟

酌して貸倒引当金計上額を算出し，その額を計上したものであり，妥当な

処理と認められる。 

 

(イ) 固定資産の減損 

KPMG は，格満林装飾は 2009 年 12 月期に純損失を計上しているため，固

定資産の減損について懸念が生じていると指摘したが，格満林装飾では，

2009 年 12 月期に純利益を計上しているためその必要はないと判断した。 

 当委員会も格満林装飾の判断を妥当と認めた。 

 



9 

4. KPMG 南京の意見不表明，会社による江蘇会計事務所の選任 

(1) 他の監査人の選定 

これまでに記載したとおり，平成 22 年 4 月頃，KPMG 南京が意見不表

明を検討していた中で，格満林実業の I 財務部長は，6 月末までの監査

証明入手に不安を抱き，KPMG 南京と議論をする一方で，江蘇会計事務所

との間で監査契約を締結した。この結果，格満林実業の平成 21（2009）

年 12 月期の監査契約は，KPMG とコマニーを含めた 3 者間契約，江蘇会

計事務所と格満林実業との契約が二重に存在していた。 

   中国の法制度の下では，6 月末までの監査証明が入手できない場合，

税務申告や財務当局への届出が出来ず，営業許可証が不発行となり，事

業停止に追い込まれる危険性があった。I 財務部長は，限られた時間の

中での止む終えぬ対応であったと釈明している。 

 

(2) 江蘇会計事務所による監査証明の提出 

  江蘇会計事務所による監査は，格満林実業，格満林装飾２社の平成 21

年 12 月期決算に対して行われ，格満林実業には同年 4 月 28 日付，格満

林装飾には，5 月 16 日付にてどちらも適正意見に相当する監査証明が提

出された。 

江蘇会計事務所にとっては，決算監査の繁忙期の中で突然の監査依頼

を受けたことになるが，4 月 17 日から 28 日までの期間に，スタッフを

集中投入して徹夜業務を行うなどの精力的な監査業務が遂行された。 

江蘇会計事務所による監査の結果，決算修正として売掛金について

2,036 千元の追加引当が計上され，仕掛工事について 2,763 千元の売上

原価振替が処理された。 

江蘇会計事務所はその時期に既に捷林格の監査人であったが，その翌

年に格満林グループ全社の監査人となり，会社側の満足度は得られてい

るように判断できる。 

 

5. あずさ監査法人が採用した連結監査戦略  

(1) あずさ監査法人の連結監査戦略における格満林実業の取り扱い 
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コマニーの平成 22（2010）年 3 月期連結財務諸表における連結子会社

は， 

・ 国内子会社のクラスター㈱，コマニーエンジニアリング㈱，㈱

エー・ピー・エム， 

・ 中国格満林グループを構成する，格満林実業，格満林（南京）

装飾工程有限公司，格満林国際貿易（上海）有限公司 

の計 6 社であった。なお，あずさ監査法人は，国内子会社 3 社との監

査契約は締結していない。 

  あずさ監査法人の証言によると，格満林グループ 3 社について，連結

売上高等に占める重要性が低いことを理由に，当該子会社の監査人であ

る KPMG の監査意見に依拠せず，連結監査の中での分析手続き等を採用

している。但し，中国子会社であるリスクを考慮し，同じネットワーク

の KPMG とメール等での情報交換を行い，数年に 1 回位の往査手続きを

採用している。 

  平成 22 年 3 月期決算であずさ監査法人が採用した連結監査用の重要

性基準値は妥当な範囲内の金額と判断できる。 

内部統制報告制度については，コマニーは格満林グループ 3 社を，連

結売上高その他の連結数値に占める割合の低さを理由に，業務処理統制，

全社統制及び決算・財務報告にかかる統制について，いずれも評価対象

外としている。あずさ監査法人はこれを妥当な取扱いと判断している。 

このような監査戦略に基づいて，あずさ監査法人は，格満林グループ

3 社の監査人に対してインストラクションを送付せず，平成 22 年 9 月の

南京訪問の際にも江蘇会計士務所との面談や，監査調書を査閲する手続

きは実施していない。 

当委員会は，あずさ監査法人がコマニーの連結監査意見を提出するた

めに採用した以上の連結監査戦略について，何ら不適切な点はないと判

断する。 

 

6. 連結監査人であるあずさ監査法人が実施した手続 

(1) 平成 21 年 10 月の中国現地往査 
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格満林実業に対する平成 21(2009)年 12 月決算の意見不表明が問題に

なる以前の平成 21 年 10 月に，あずさ監査法人は J 代表社員，L 会計士

2 名による格満林実業への往査を行ったが，この時点で，格満林実業の

売上計上方法について疑問を抱いていたことが明らかである。 

その際に，それが中国企業会計に定められた売上計上基準に照らして

適切なのかについて，KPMG 南京と検討する必要性を会社側に伝えている

が，その検討結果の報告や修正方法の提案を行った記録は見当たらない。 

 

(2) 平成 22（2010）年 4 月頃のあずさ監査法人の対応 

平成 22 年 4 月 21 日付の「第 51 期 第 2 回 会計監査人・監査役打

合せ議事録」によれば，あずさ監査法人は KPMG 南京から意見不表明の

連絡があったことを監査役に伝え，格満林実業に関する KPMG 南京の指

摘内容を連結修正仕訳に取込んだ連結財務諸表について，適正意見表明

の予定を伝えている。 

同年 4 月 26 日付の同議事録によれば，K 会計士から，仕掛工事４物件

の会社処理の容認，長期売掛滞留残高は，KPMG 南京の提案どおりの貸倒

引当金 95,214 千円の追加計上を連結修正とする提案があり，格満林実

業の B 総経理の確認書が要求されている。 

結局，あずさ監査法人は，江蘇会計事務所による監査や現地決算の修

正内容を知らないまま，それとは異なる格満林実業の決算数値を使った

連結財務諸表に適正意見を表明した。但し，両金額の差異は，結果的に

重要性基準値以下であり，連結修正額の方が多額であった。 

当委員会は，結論として，格満林実業の意見不表明に関するあずさ監

査法人の連結意見表明のための手続きは，現地往査等より適切な手続き

が考えられるとしても，それ自体に不適切な点は認められなかったと判

断する。 

なお，あずさ監査法人は，J 代表社員，L 会計士が平成 22 年 9 月にも

格満林実業を往査したが，格満林実業の経理処理及び江蘇会計事務所に

よる監査に関して，売掛金管理の不十分さはあるが概ね問題がないとい

う見解を示している。  
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第３ 捷林格にかかる子会社の該当性及び関連当事者取引 

1. 基礎となる事実関係 

調査の結果判明した事実関係のうち，以下における事実認定の基

礎となる事実は以下のとおりである。 

 

平成8    コマニー中国進出の決定 

同8.7  成光インター設立，代表者C副総経理 

同8.12   格満林国際貿易（上海）有限公司設立 

同9.12   格満林実業設立 

同19.4   コマツコーサン㈲より成光インターへ2500万円貸付 

同19.4   捷林格設立，資本金20万ドル 

同23.8   コマニーが捷林格を4000万円で買収 

同23.9   成光インターからコマツコーサン㈲へ借入金完済 

 

2. コマニーの中国進出 

平成3年に創立30周年を迎えたコマニーは，同年から同23年までの

20年間を第二創業期と位置づけ，その前半10年間を企業の変革及び

新たな創造の基礎作り期間として「コマニー21世紀ビジョン」を発

表したが，その一環としてグローバル経営の推進を打ち出し，同社

の間仕切り技術により中国社会に快適空間を提供し，中国における

高級間仕切り市場を開拓することを通じ，コマニーグループの年商

1000億円の達成を目指し，平成8年に中国進出を決定した。 

コマニーは，上記経営方針のもと，平成8年12月19日に輸出入業務

を行う会社として格満林国際貿易（上海）有限公司を設立し，同9

年12月18日に間仕切り材の生産会社として格満林実業，同10年3月31

日に販売会社として格満林（南京）装飾建材有限公司（現在の格満

林（南京）装飾工程有限公司）を相次いで設立し，コマニー本社の

執行役員を上記各会社の総経理に就任させ，現地各会社業務全般の

管理監督に当たらせることとした。 
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3. 捷林格設立の経緯 

(1) 設立の目的 

格満林実業は，コマニーの前記経営方針に基づき中国における

高級間仕切り市場の開拓に努め，病院向け及びコンピュータール

ーム向けの間仕切り市場を創出したが，平成18年ころから，格満

林ブランドに類似した低価格パネルを製造販売する現地の競合メ

ーカーが上記市場に参入するようになった。 

これにより格満林実業は自ら創出した市場を低価格品の製造メ

ーカーにより侵食される脅威にさらされたが，反面，格満林実業

が開拓してきた高級間仕切りパネルの市場とは別に，低価格の間

仕切りパネルを求める市場が存在することが判り，かかる低価格

パネル市場が今後伸長するであろうことも十分に予想された。 

しかしながら，格満林実業が自ら低価格の間仕切りパネルの製

造販売に乗り出せば，これまで市場を開拓し築き上げてきた高級

間仕切りパネルである格満林ブランドの価格低下を招きかねず，

同ブランドの維持に悪影響を及ぼすことが強く懸念された。 

そこで，平成18年ころから，B総経理，C副総経理ら格満林実業

の幹部は，A社長とも協議の上，高級間仕切りパネルである格満林

ブランドは堅持しつつ，これとは別に低価格市場向けの間仕切り

パネルを製造し，これを別ブランドとし，信頼できる販売会社にOEM

供給して販売させるという「２ブランド戦略」を計画し，その推進

を決定した。 

格満林実業はこれを受け，B総経理，C副総経理に中国人営業責

任者を加えた営業戦略会議において，2ブランド戦略の具体化につ

き検討を重ねたが，格満林グループの外部に信頼できるOEM供給先の

販売会社を確保することは極めて困難な状況にあり，2ブランド戦略

の具体化は難航した。 

かかる状況において，C副総経理は，現地における営業の実情や

競合メーカーの動向などから低価格市場向けの2ブランド戦略の成

功に同人なりに自信を持ち，後述のとおり，新会社設立に必要と

なる資金調達の方法も検討していたことから，格満林グループの

中国事業を伸長させるため自ら経済的リスクを負って2ブランド
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戦略を具体化させるための新会社を設立することを決意した。 

そこでCは，格満林実業の営業戦略会議において，B総経理らに

対し，自らの資金により，低価格市場向けの間仕切りパネルのOEM

供給先となる販売会社を設立する旨を提案し，これを受けたB総経

理は，信頼するC副総経理によりOEM供給先となる販売会社が設立さ

れることは歓迎しつつも，同副総経理が独自に会社設立資金を調達

することを案じたが，同副総経理が資金調達に強い決意を示したこ

となどから，同人の提案に応じた。 

こうした経緯により，平成19年4月，C副総経理が成光インター

から資本金の全額を出資して南京に設立した会社が捷林格であり，

捷林格設立の目的は，上述のとおり格満林実業における2ブランド

戦略の実行にあった。 

 

（2）捷林格の設立資金 

格満林実業のC副総経理は，捷林格設立資金の工面にあたり，家

族又は現地の知人等からの資金借用を検討したが，それには上記2

ブランド戦略のための会社設立であることを同人らに説明しなけれ

ばならず，事情を知らない知人等から上記戦略の成否が見通せない状

況での会社設立に反対される懸念があった。 

また，C副総経理は，A社長らコマニー関係者に事情を打ち明けて

設立資金を借用することも考えたが，コマニー又は格満林実業の子

会社として捷林格を設立するのでは2ブランド戦略の意味がなく，ま

た，当時コマニーと業務委託契約を締結し格満林実業の副総経理と

して業務に従事していたC副総経理が2ブランド戦略のため会社を設

立することにコマニー本社が難色を示すおそれもあった。 

これら資金の工面を思いめぐらせたC副総経理は，コマニー本社

に迷惑をかけることなく会社を設立するため，A社長に対し捷林格

の設立資金であることを隠し，マンション購入資金として資金を借

用することを思い立った。 

そこで，C副総経理は，A社長にマンション購入資金として2500

万円の金員借用を申し入れ，これを受けた同社長も検討の末，C副

総経理がコマニーの中国事業に不可欠の人材であり，同人がコマニ
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ーから得る報酬等により上記借入金の返済は可能であると判断し

たことなどから，平成19年4月，同社長の親族が代表取締役を努め

るコマツコーサン有限会社（以下，「コマツコーサン」という。）

からC副総経理が経営する成光インターへ2500万円を貸し付けた。 

上記金員の返済につき，A社長は，C副総経理から二人の子供の学

資や生活資金を理由に元金返済の2年間据え置きを求められて，こ

れに応じ，利息は当時のコマツコーサンの銀行融資に合わせて年

1.8％とし，年に2回各31万2500円の利息を支払い，2年経過後は利

息のほかに元金の分割返済として毎月25万円を支払うことなどを

同人と約定した。 

C副総経理は，上記により成光インターがコマツコーサンから借

受けた2500万円を用い，平成19年4月，資本金20万米ドル（約2200

万円）を成光インターから全額出資して南京に捷林格を設立し，そ

の代表者に長男であるDを就任させた。 

 

4. 捷林格の業務 

（1）代表者 

捷林格が設立された際の代表者は，C副総経理の長男Dであるが，

同人は捷林格の業務内容もその事務所所在地も知らない名目のみ

の存在であった。 

 

（2）捷林格の業務実態 

捷林格はC副総経理が業務全般を主宰し，自ら財務経理を掌握す

るなど，同人が実質的に経営していたと認められる。 

捷林格の事務所は，格満林実業の工場から車で3分の近さにあり，

C副総経理は格満林実業の副総経理として業務を行う傍ら，頻繁に

捷林格の事務所に出向き，業務全般の指揮監督に当たっていた。 

捷林格の業務については，前述のとおりC副総経理は成功の自信

を有していたものの，失敗は許されないと考え，最低限の経費でシ

ンプルな営業を徹底した。 

すなわち，捷林格おいて販売する商品は，格満林実業からOEM供

給される低価格の規格品パネル3種のみとし，他の商品は扱わず，

販売商品の全てを格満林実業からのOEM供給に依存した。 
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商品の販売に当たっては，格満林実業からOEM供給された低価格

規格品パネルに捷林格のブランド名を付し，これを格満林実業とは

別個のブランドとして販売していた。 

営業体制においては，正式な従業員を雇わず，全て時間制のアル

バイトを雇用し，アルバイトに客先へ電話をかけさせ商品の購買を

勧誘する電話営業に限るなど，人件費の圧縮に努めていた。 

販売代金の回収についても，貸し倒れを避けるため，信用販売は

一切行わず，代金の前払を承諾した販売先にのみ商品を納入するな

ど，徹底したリスク回避策を講じていた。 

また，C副総経理は，いずれ捷林格の業績が軌道に乗り，低価格

パネル市場で収益を獲得できる目途がつけば，捷林格の企業規模が

あまり拡大しないうちに，コマニー又は格満林実業に捷林格を買収

又は吸収してもらうことなどをB総経理と話し合っていた。 

 

（3）格満林実業から捷林格への売上 

格満林実業から捷林格に対する売上は，全てOEM販売実績であるが，

捷林格設立当初の平成19年度が73万7000元（約900万円），同20年度

が348万2000元（約4400万円），同21年度が1259万7000元（約1億5800

万円），同22年度が2136万元（約2億6900万円）である。 

また，格満林実業がコマニーグループの連結売上に占める占有率

は，平成20年3月期が3.4％，同21年3月期が4.1％，同22年3月期が

4.6％，同24年3月期が4.4％である。 

 

5. 成光インターからコマツコーサンへの支払状況 

成光インターは前述のとおり，平成19年4月にコマツコーサンから

2500万円を借り受け，その後の元金及び利息の支払を経て，同23年9

月，捷林格の売却により得た4000万円を原資として，コマツコーサ

ンに残金1925万円を支払い，これにより上記借入金を完済した。 

この間，成光インターは，約定により元金返済を据え置いた2年間に

毎年2回ほぼ31万2500円の利息支払を続け，2年経過後の平成21年5月以

降は，毎月25万円の元金返済と年間2回の利息支払を概ね約定通りに履

行し，残金1925万円の支払によって借入金を完済するまでに元金合

計575万円，利息合計200万円を支払った。 

これら借入元金2500万円の返済及び利息として成光インターからコ
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マツコーサンに支払われた金額は累計2700万円である。 

以上の元金及び利息の支払状況に照らせば，前記3．(2)で認定し

たとおり，コマツコーサンから成光インターへ送金された2500万円は，

出資ではなく，貸付金と認められる。 

 

6．捷林格にかかる関連当事者取引及び子会社該当の判断 

(1) 関係する会計基準など 

捷林格にかかる子会社・関連当事者取引を判断するに際して，これま

でに記述された事実認識に基づいて，さらにその他の関係資料や関係者

からの供述を考慮し，以下の会計基準に照らした考察を行った。 

子会社に関しては，「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第 22 号，以下「会計基準」と言う），「連結財務諸表における子会社及

び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22 号，以下「適用指針」と言う），「連結財務諸表における子会社及び関

連会社の範囲の決定に関する監査上の留意点についての Q&A」（監査・保

証実務委員会実務指針第 88 号，以下「Q&A」と言う）に基づいて行った。 

関連当事者に関しては，「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業

会計基準 11 号，以下「会計基準」と言う），「関連当事者の開示に関す

る会計基準の適用指針」（同適用指針 13 号，以下「適用指針」と言う）

に基づいて行った。 

 

(2) 子会社に関する考察 

①「緊密な者」又は「同意している者」 

「適用指針 9．」には，「緊密な者」に該当するかどうかは，「両者の関係

に至った経緯，両者の関係状況の内容，過去の議決権の行使の状況，自己

の商号との類似性等を踏まえ，実質的に判断する。」として，(1)から(9)

までの例示を掲げている。 

その(2)に「自己の役員」は該当するとあるが，C は，格満林実業の役員

であり，副社長である。さらに，これまでに記載したとおり，C 副総経理

と格満林実業最高顧問である父はコマニーの中国進出以来の同社事業に
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とって不可欠な人材である。 

また，捷林格設立は格満林実業の戦略会議の中で検討され，その設立目

的は格満林実業の 2 ブランド戦略の実現のためであり，その業務は格満林

実業の低価格規格品パネルを仕入・販売するだけの業務に徹していた。加

えて，C 副総経理は，将来的にコマニー又は格満林実業に統合されるとい

う考えの下に一貫して捷林格経営に従事した事実が見られ，証言がされて

いる。 

このような事実から，当委員会は，C 副総経理はコマニー又は格満林実業

と，人事，技術，取引等において緊密な関係があることによりコマニー又

は格満林実業の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者，つ

まり「緊密な者」に該当すると判断する。 

 

② 捷林格の議決権の過半数を所有 

これまでの記載から，C は捷林格の 100%株式を保有する成光インターナ

ショナルの全株保有者であり，捷林格の議決権のすべてを所有しており，

実質的な経営責任者であることが認められた。 

コマニー及び格満林実業は捷林格の議決権を一切保有していないが，

「緊密な者」である C 副総経理が所有する議決権と合わせると議決権の過

半数の所有と判断出来る。 

当委員会は，この意味から，コマニー又は格満林実業は捷林格の議決権

の過半数を所有しているとみなす。 

 

③「会計基準７．(2)」）の②から⑤までの要件 

「会計基準７．(3)」の後半部分について，C 副総経理が格満林実業の副

総経理であり，捷林格の経営責任者として「財務及び営業又は事業の方針

の決定に関して影響を与えることができる者」であることから，②「役員

若しくは使用人である者，又はこれらであった者で自己が他の企業の財務

及び営業又は事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が，

当該他の企業の取締役会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占

めていること」の要件が充足されると判断できる。 
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③「他の企業の重要な財務及び営業の又は事業の方針の決定を支配する

契約等が存在すること」に関しては，格満林実業と捷林格の間には，事業

上の OEM 契約が締結されているだけで，「重要な財務及び営業の又は事業

の方針の決定を支配する契約」を締結している事実は確認されていない。

しかし，捷林格の設立は格満林実業の中国市場における 2 ブランド戦略の

実現のため，その一翼を担うものとして行われ，その後の事業展開も格満

林実業からの仕入品の販売事業に特化し，他の商品は扱わなかった事実が

あり，格満林実業に対する事業依存度が著しく大きかったと認められる。 

③に関連する「適用指針 12．」には，「他の企業との間の契約，協定等に

より総合的に判断して当該他の企業の財務及び営業又は事業の方針の決

定を指示し又は強制しうる力を有すると認められる場合が該当」するとあ

り，さらにこれに準じて取り扱う場合として「(1)原材料の供給・製品の

販売にかかる包括的契約，一手販売・一手仕入契約等により，当該他の会

社にとっての事業依存度が著しく大きい場合」，「(3)技術援助契約等につ

いて，当該契約の終了により，当該他の会社の事業の継続に重要な影響を

及ぼすこととなる場合」が例示されている。 

捷林格にとって，格満林実業との間の OEM 契約は事業のすべてであり，

事業継続に重要な影響を及ぼすものであったと判断できる。 

当委員会は，これらの点から，コマニー又は格満林実業は，捷林格の「財

務及び営業又は事業の方針の決定を指示し又は強制しうる力を有する」存

在であったと判断する。 

また，⑤の「その他他の企業の意思決定機関を支配していることが推測

される事実」として，次のような点が挙げられる。 

捷林格設立時の A 社長から C 副総経理に対する 25 百万円の貸付金につ

いて，C 副総経理は A 社長の了解もなく米ドル建て相当額の 20 万ドルを捷

林格の資本金として投入したと証言している。C 副総経理は同金額を他か

ら調達することは可能であったが，敢えて「シンプルに」A 社長からのお

金を使ったと述べている。  

こうした事実は，その後の C 副総経理の捷林格経営が格満林実業の事業

戦略のもとで，その連携関係ないし一体として終始行われていたことと繫
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がるものである。 

また，捷林格設立時に将来のコマニー又は格満林実業への統合が約束な

いし合意されていたという証言が格満林実業の B総経理と C副総経理の両

方から確認されている。事実，捷林格は設立して 3 年後の平成 22 年には

コマニーによる買収が検討され，平成 23 年 8 月にコマニー子会社となっ

た。 

以上の点から，当委員会は，捷林格が格満林実業の事業戦略のもとで同

社とのシナジー効果や連携関係を見込み，同社に代わって 1 ブランドであ

る低価格規格品の建材販売事業を行う一事業部門を担う事業体としてあ

ったと判断する。 

結論として，当委員会は，捷林格は当初よりコマニー又は格満林実業の

子会社に該当すると判断する。 

 

(3) 関連当事者取引について 

① C 副総経理所有の捷林格との取引 

ⅰ．「関連当事者」の定義として「会計基準 5．(3)」に，「⑨重要な子会

社の役員及びその近親者，⑩⑥から⑨に掲げる者が議決権の過半数を

自己の計算において所有している会社及びその子会社」とある。 

「⑨重要な子会社の役員」は「会計基準 21．」に「関連当事者の開

示の趣旨を踏まえ，会社グループの事業運営に強い影響力を持つ者が

子会社の役員にいる場合に，当該役員も関連当事者としている。」と

説明されている。例として，会社グループの中核事業を子会社が担っ

ている場合に，その業務を指示し，統制する子会社役員は，会社グル

ープの事業運営に強い影響力を持つ者であるとしている。 

 

ⅱ． C は格満林実業の副総経理であり，コマニーの役員ではない。格満

林実業はコマニーグループの事業の中における中国子会社であるが，

連結売上高に占める割合から見ても，コマニーグループ全体の中核事

業を担っているとは言えない。 

結論として，当委員会は，C 副総経理及び捷林格との取引が関連当
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事者として開示されるべきものに当たらないことは明らかであると

判断する。 

 

② コマツコーサンによる貸付取引 

平成 19 年 4 月に，A 社長の親族が代表取締役を務めるコマツコーサンか

ら C 副総経理所有の成光インターナショナルに 25 百万円貸付けられ，そ

のまま同額を捷林格の設立出資金とする取引が行われた。 

この資金の流れが，A 社長による捷林格への出資払込であるならば，そ

の後の格満林実業と捷林格との取引は，「⑦財務諸表作成会社の役員及び

その近親者」が議決権の過半数を所有している会社との取引として，関連

当事者取引の開示対象になる。しかし，コマツコーサンの取引は，貸付取

引であり，関連当事者取引の開示対象とは判断されない。 

 

③ 捷林格が子会社に該当する場合の格満林実業との取引 

当委員会は，捷林格はコマニー又は格満林実業の子会社に該当すると判

断した。捷林格を連結する場合は，格満林実業との取引は相殺消去される

が，捷林格が「資産，売上高などを考慮して，連結の範囲から除いても企

業グループの財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいもの」（連結財務諸表原則 注解 6）と判断される場合

は，非連結子会社となる。 

非連結子会社である捷林格と格満林実業との取引は，関連当事者取引と

して開示対象となる。なお，開示に当たっては，「適用指針 15.(1)損益計

算書項目に属する科目に係る関連当事者との取引」に記載された重要性の

判断基準を参考に処理することになる。 

 

(4) あずさ監査法人による対応と判断 

① あずさ監査法人の J 会計士は，コマニー連結監査には平成 16 年 7 月

から平成 23 年 6 月までの 7 会計期間，直近 5 年間は筆頭責任者として

監査報告書に署名している。K会計士は平成 22年 7月から署名している。 

J 会計士は，平成 22 年 4 月頃に，KPMG 南京から捷林格の存在や格満



22 

林実業との関係についての疑問が伝えられ，関連当事者ではないかとい

うリスクを認識したと供述している。 

平成 22 年 9 月に格満林実業を往査した J 会計士は， B 総経理及び C

副総経理に対して捷林格について質問したが，「一取引先です」という

説明を受けたと述べている。 

その後，平成 22 年 9 月から 10 月に，監査役からあずさ監査法人に対

して，監査役と A 社長とのやり取りから，子会社又は関連当事者取引で

はないかという強い疑念が数回伝えられている。 

J 会計士は，平成 23 年 1 月 26 日付「会計監査人・監査役打ち合わせ

議事録」に「関連当事者に抵触することは間違いない」と発言したとあ

るが，一般論として伝えただけで，まだ捷林格の資本関係等の把握がで

きていなかったと述べている。 

平成 23 年 3 月頃，あずさ監査法人は，捷林格に関する第三者作成の

企業情報調査報告書を入手して捷林格の資本関係を把握したが，J 会計

士は，その頃までは関連当事者取引の可能性が高いと考えていたと供述

している。その後，平成 23 年 5 月 7 日付の J・K 会計士両名による「南

京捷林格建材有限公司の取り扱いについて」をあずさ監査法人の見解と

して作成したが，そのドラフトによる会社側への説明は 4 月 20 日頃に

行われた。 

 

② この「南京捷林格建材有限公司の取り扱いについて」は，「２．関連

当事者取引について」として，「副総経理の C がコマニーグループの事

業運営に強い影響力を有している場合は関連当事者に該当し，有してい

ない場合は関連当事者に該当しないと考えられる。」，また「例え緊密な

者を通じて議決権の過半数を所有していても，当該他の会社が債務超過

の状況にあり，債務保証を行っている等により当該債務超過額を負担す

ることとなっているとき等の具体的例示を満たさなければ子会社に当

たらないとされている。」と説明している。 

さらに，「コマニー又は格満林実業において捷林格に対する債務超過

額の負担関係がある場合は子会社に該当し，負担関係がない場合は子会
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社に該当しないと考えられる。」と記載している。 

会社はこの提案を受けて，C 副総経理にはコマニーグループの事業遂

行役割を与えていないという理由で，関連当事者取引に該当しない，ま

た債務保証等の債務超過の場合の負担関係が認められないという理由

で子会社に該当しないと判断した。 

平成 23 年 6 月 7 日付「会計監査人・監査役打合せ議事録」に，あず

さ監査法人が会社側の見解を相当であると評価したこと記載されてい

る。 

 

③ 関連当事者取引」に関するあずさ監査法人の判断は，当委員会の結論

と同一である。 

但し，あずさ監査法人が捷林格の問題を認識しながら見解をまとめる

まで何故約 1 年もの期間を費やしたのか，かなりの期間にわたり「関連

当事者取引」であるとの疑念を持っていたこと，また監査役メモに見ら

れるような監査役からの疑念などについて疑問が残る。 

当委員会は，本件の関連当事者取引該当の有無は「会計基準」や「適

応指針」から比較的容易に確認できる筈と判断するが，コマニー社内に

おいて，買収が検討される平成 23 年 6 月頃に初めて経営企画部から捷

林格の実態が報告されるという状況であったのは事実としても，会計監

査人としてもっと早い時期での対応が可能であったのではないかと思

わざるを得ない。 

 

④ 「子会社の要件」についての結論は，当委員会の結論とは相違する。 

J 会計士は，「南京捷林格建材有限公司の取り扱いについて」のドラフ

トを作成した 4 月 20 日頃に，関連当事者には該当しないという結論に

達し，残りは子会社要件の検討であったと述べている。ドラフトは「子

会社要件」に該当しないとあるが，結論ではなく，6 月株主総会までに

捷林格の実態を把握して結論としたと述べている。 

5 月から 6 月にかけて，あずさ監査法人は捷林格の設立以降の営業許

可証，代表者の履歴，各年度の財務諸表，借入れがある場合の調達先，
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保証先，成光インターナショナルの企業内容，OEM 契約を含む契約書一

式，債務保証の有無などの資料提供を求めていた。 

 

⑤ あずさ監査法人の結論は，「会計基準７．(3)」に関する「適用指針 15．」

の具体例として記載されている「(2)自己の計算において他の会社の議

決権を所有していないが，緊密な者及び同意している者を通じて議決権

の過半数を間接的に所有している場合で，当該他の会社が債務超過の状

況にあり，債務保証を行っている等により当該債務超過を負担すること

となっているとき」の記載に多分に依拠しているように推測される。 

あずさ監査法人が，あたかも債務超過を負担するか否かによって子会

社該当性を判断しているような印象を受けるが，J 会計士は債務超過の

負担関係の有無だけに判断基準があったのではなく，借入金や出資者な

どの捷林格の実態を調べた上での判断であったと述べている。 

しかし，B 総経理や C 副総経理へのヒャリングはなく，A 社長の貸付

金については本件調査の過程で初めて知ったと証言している。「２ブラ

ンド戦略」等の設立の経緯など当委員会が入手している情報と比べても，

明らかに情報不十分と認められた。 

 

⑥ あずさ監査法人の「子会社の要件」に関する判断についても，結論に

至るまでの対応が遅い点にどうしても疑問が残る。 

あずさ監査法人は，5 月時点に提出した「南京捷林格建材有限公司の

取り扱いについて」を一般論であるとして結論を保留したが，現実的な

対応とは思われない。株主総会準備の時期に，もし子会社に該当すると

いう結論が提起されていたら，数年間の過年度遡及修正の可能性も考え

られ，コマニーに多大な混乱と負担をもたらしたことは確実であろう。 

あずさ監査法人が「子会社の要件」についての最終結論を 6 月までに

判断するとの説明は，疑問の残るところである。 

この数年，企業の不適切取引が国内外の子会社に絡んで発生する事件

が急増する中で，各監査法人は内部に不適切取引の疑念のある取引につ

いて審査部門等による措置を強化している現状がある。 
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当委員会は，あずさ監査法人の捷林格に関する判断は，より強力な調

査権限を行使して，審査部門の見解を得る等の方法により，より早い時

期に結論を提起するべきであったと判断する。 

 

第４ 改善及び再発防止措置の提言 

１． 取締役の職責と取締役会の機能 

(1) 相応な処分 

当委員会は今回の調査活動を通じて，コマニー中国事業が証券取引等

監視委員会の調査を含め紛糾し，事実の解明のために多大な労力を要す

ることとなった背景には，中国事業を担当する取締役らがその職責を十

分に果たさず，取締役会による業務監督機能が効果的に発揮されなかっ

たことがあると判断している。 

特に格満林実業を含む中国事業の担当取締役であるB総経理は，捷林格

の実態を当初から認識していながら，これに関する重要な情報を取締役

会に報告せず，格満林実業の会計監査人からの意見不表明及び会計監査

人の交代などの重要事実を取締役会の協議に付していない。 

同様に，当時管理部門担当の取締役であったE常勤監査役も，当時の監

査役から捷林格への疑問が示され，格満林実業の会計監査人からの意見

不表明及び会計監査人の交代の連絡を得ていながら，特段の対応措置も

とっておらず，取締役会に報告していない。これらにより，結果として，

コマニー取締役会は中国事業に関する重要情報の認識が不十分なまま意

思決定していたことになる。 

取締役が自らの業務執行にかかる重要な情報を取締役会に報告するこ

とは当然の職責であり，経営にかかるすべての情報が取締役会に集中さ

れることで，経営執行機関としての取締役会が機能することは改めて言

うまでもない。B取締役及びE常勤監査役には，当委員会のヒャリングに

おいても，上述した自覚と責任意識が見られないと言わざるを得ない。 

従って，経営全体の責任の検証はもとより，上記の担当取締役に対し

ては現行の担当業務の適否を含めた検証と相応な処分を検討する必要が

あると思料する。 
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(2) 情報の共有化と相互牽制 

 取締役の自覚と責任意識が高まり取締役会が充実してその機能を果たす

ためには，例えば取締役と担当部門職員を含めた拡大経営会議や常務会の

ような会議体を設けて情報の共有化を図り，相互に牽制しながら，忌憚の

ない議論を保証し，経営にかかる重要事項を協議し，意思決定する方法も

有効と考えられる。 

また，客観的に独立性が認められる社外取締役を採用して，専門的な又

は社外の立場からの観点により取締役の業務執行を監視し，その意見を経

営に反映させることも検討の必要があると思料される。 

 

2. 組織体制の見直し 

(1) 事業推進部門と管理部門の分離 

経営企画部は主に中国事業を推進する部門であるが，全社的な管理部門

である経理部と同じ管理統括本部を構成している。 

本件において格満林実業の会計処理への疑義が寄せられ，捷林格の存在

への疑問が様々な関係者から提起された際に，管理統括本部がその権限を

行使して直接乗り出し，実態の解明と適切な措置を執らなかった背景には，

中国事業推進部門に対する管理部門の牽制が十分に機能しなかったことが

あると認められる。 

今後は，経理部門は管理部門として分離させ，内部監査部門とともに事

業推進状況を管理し監視する機能を果たす必要がある。 

 

(2) 法務部門の設置，法務相談体制の整備 

法務担当役員及び法務部を設け，取締役会に付議された議案，その取扱

いについて常に法制面から検証し牽制する必要があるとともに，中国国内

法に通じ，中国語に堪能な法務スタッフの育成も検討に値する。 

また，法務部が窓口となって，外部の弁護士や公認会計士からの助言や

相談を受やすい体制の整備も検討の必要があると思料される。 
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(3) 子会社管理部門，特に中国子会社管理部門の整備 

コマニーにおいて子会社管理は，経理部門が監視しているように考えら

れているが，経理部門は連結決算の必要から関与しているだけであり，明

確な子会社管理部門は整備されていないと判断される。 

子会社経営に係る付議事項を提案し，子会社経営を監視し，指導する管

理部門の設置は必要であり，とりわけ中国子会社管理部門の設置による格

満林グループの経営管理は不可欠であると思料される。 

 

(4) 内部監査部門の強化 

内部監査部門は，現状は，本来の内部監査だけなく財務報告にかかる内

部統制制度の評価業務を担当している。内部監査は限られた人員と時間を，

最もリスクのある業務や部門にその資源を効果的に投入する必要がある。 

コマニーにおいては，内部監査は中国事業の監視，監査体制に重点的に

投入されるべきである。そのためには現状の人員体制では不足しており，

必要な予算を確保して外部の中国事業や中国語に通じている者や会計専門

家の協力を得て遂行することも検討される必要がある。 

 

(5) 監査法人本部の積極的関与の検討 

あずさ監査法人は我が国の大手監査法人として充分に信頼できる監査法

人であるが，本件において同監査法人の業務遂行を困難にさせる環境が存

在したことを差し引いても，コマニー担当の会計士の対応や判断，発言に

は疑問が残ると言わざるを得ない。 

コマニーにおいて中国事業が保有するリスクの大きさや複雑さを考慮す

ると，例えば同監査法人本部による積極的な関与を提案し，協議すること

は有効である。 

 

3. 中国事業管理体制の強化 

(1) 格満林グループの経営体制 

董事会が会社意思決定機関である機能を果たせるように，予めの議題や

決議内容をコマニー管理部門が検証し，適切な意思決定が可能となるよう
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な整備が必要であり，格満林実業におけるB総経理，C副総経理の体制を刷

新することも検討の余地があると思料される。 

 

(2) 監査役（監事）の設置 

格満林実業の経営体制の中に，適切な監査役機能を果たしうる人材を選

任して，監査役を設置し，経営を監視することが必要である。 

 

(3) 財務報告に係る内部統制制度（JSOX）の対象 

格満林グループは，これまで，コマニー連結財務諸表における内部統制

評価の対象に含まれていない。 

中国事業がコマニー連結経営にとって重大なリスク要因であることが証

明されたことから，売上等の業務プロセス統制，会社レベルの統制，決算

財務報告に係る統制をJSOXの評価対象に含めて，外部監査人の内部統制監

査の対象とすることを検討すべきである。 

また，JSOXの評価対象とならない業務を含む全業務を対象に，コマニー

内部監査部門の協力を得て内部統制の仕組みを構築することも検討される

必要があると思料される。 

 

(4) 会計基準の統一 

格満林実業の売上・売掛金の処理方法は，中国の税法や企業実務の特徴

を反映したものであると言える。 

我が国の上場企業であるコマニーの連結財務諸表における連結子会社で

ある格満林実業に認められる会計基準は，国際財務報告基準か日本基準だ

けと定められている。 

この意味から，現地での税務申告用の決算書とは別に連結財務報告のた

めの国際財務報告基準に組み替えられたものか，日本基準との差異を調整

した日本基準による決算書の作成が必要である。このためにも，コマニー

グループとしての統一した会計基準を作成し，格満林グループ各社への適

用を指導することも検討する必要がある。 
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(5) 信頼できる会計監査人への変更 

今回の事案は，格満林実業の前会計監査人において，会社との間に信頼

関係に基づく適切なコミュニケーションがなされなかった落度がありなが

らも，皮肉にも前会計監査人からの疑問の提起が，事態解明の出発点とな

った。 

今後の中国事業の重要性を考慮すると，同事業の会計監査人はビッグ4

などの世界的に信頼された会計監査人への再度の変更が検討される必要が

ある。江蘇会計事務所との円満な関係は関係者から耳にするが，我が国の

制度である内部統制監査を行うためにも，中国会計基準と日本基準との差

異調整後の決算書の監査のためにも，我が国にある監査法人と常に連携が

確保された会計監査人への再度の変更が検討される必要があると思料され

る。 

以上 

 

 


